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１．はじめに  

浮体橋は、水の浮力を利用することで基礎構造を省力することが可能であり、コスト縮減の観点から次世代の

海上を横断する構造物として大きく期待されている。しかしながら、国内においてはその実績が少なく波浪条件

の厳しい我が国においては浮体橋の適用性の是非が問題となっている。そこで、京都大学等への委託研究により、

精度の高い動揺解析が可能な非線形応答解析プログラムを開発し、これを用いて前年度の報告 1)で適用の可能性が

高いと判定された地域に対して、浮体橋の適用可能性について再評価した結果を報告する。また、浮体橋の適用

性の幅を広げる目的で、波浪条件の厳しい箇所においての対策を構造形式の観点から考察する。 

２．浮体橋の適用可能性の検討 

２．１ 時刻歴応答解析手法の概要 

浮体橋の動揺量を精度良く推定するためには、係留系の非線形特性を考慮する必要がある。そこで、これを考慮

することが可能な時刻歴応答解析プログラムを開発した。当プログラムは、周波数依存性を有するラディエーシ

ョン流体力に関するメモリー影響と、係留系の非線形復元力特性を考慮した非線形運動方程式（式(1)）を Newmark

－β法と組み合わせてモード法により解析するものである。 
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iii xxx &&& ,, ：節点変位、速度、加速度ベクトル

ijm  ：質量マトリックス（浮体部＋上部工）

)(∞ija  ：周波数無限大時の付加質量マトリックス
ijB  ：線形減衰マトリックス（上部工＋係留系）

ijC  ：剛性マトリックス（浮体復元力バネ＋上部工＋線形係留

)( ii xG  ：非線形係留力ベクトル（非線形バネ）
)(tFi  ：強制外力ベクトルの時系列 
)(τijL  ：メモリー影響関数 

２．２ 検討の方法と条件 

 昨年度実施した周波数応答解析で選定された図-2に示す 7地点（宮古、浜金谷、下田、神戸、志布志、伊王島、

藍島）に対して、2.1節で紹介した時刻歴応答解析プログラムを用いて検討を実施する。検討の対象とする浮体橋

モデルを図-1 に示す。対象橋梁は、浮体基礎を分離型ポンツーン、係留システムをフェンダーおよびチェーン係

留とした構造である。照査位置は、水平方向の桁の支間中央に相当するフェンダー間中央位置（節点 6）とした。

照査指標は、Sway（左右揺れ）の応答加速度とし、許容値としてノルウェー基準で

車両走行制限界である 0.6m/s2（水平方向許容加速度）を適用した。  

２．３ 波浪条件の設定 

波浪条件として、本検討では供用時波浪の有義波（H1/3、T1/3）を設定する。供用時波

浪は、強風による交通規制が不要な状態での波浪と定義できる。これまで強風による

車両事故として瞬間風速 23m/s という報告 2)がある。そこで、車両の交通規制風速を v

＝23m/sに設定し、気象庁の風速観測データ 3)から v＞23m/sとなる日数を算出した。

その結果、平均で年間 9日、年間日数比 2%の頻度で v＞23m/s となった。そこで、

港湾技研資料 4)から出現率 98%（＝100－2）となる有義波高を算出し検討用有義波

とした。（表-1） 

 

図-1 解析モデル 

 

図-2 適用可能地域（一次選定） 
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図-3 応答加速度（浜金谷、節点 6）

Freq Hist

宮古 0.475 0.196 0.41

浜金谷 0.545 0.229 0.42

下田 0.764 0.567 0.74

神戸 0.105 0.049 0.47

志布志
伊王島
藍島
0.691 0.410 0.59

応答値 （m/s2）
H/F

Freq：周波数応答解析
Hist：非線形時刻歴応答解析

表-2 解析手法による応答値の比較 

表-3 各ケースの浮体橋の固有周期  (s)

モード型 CASE1 CASE2 CASE3

ポンツーンの
水平モード

10.3 11.6 2.4

桁の水平モード 6.8 4.7 8.2

２．４ 日本沿岸部における適用可能地域の選定 

非線形時刻歴応答解析結果の一例として、浜金谷における節点 6の応

答加速度の時刻歴を図-3に、節点 6および節点 308（ポンツーン位置）

における応答変位の時刻歴を図-4 にそれぞれ示す。図-4 から、上部構

造は桁の固有周期（6.8秒）で振動しているのに対し、ポンツーンは有

義波周期（T1/3＝5.03秒）で振動しているのが確認できる。 

7地点の解析の結果を表-1に示す。また、周波数応答解析と非線形時

刻歴応答解析との応答値の比較を表-2に示す。表-1から、7地点ともに

節点 6 の応答加速度が許容値（0.6m/s2）を満足し適用性を有すること

が確認できる。一方、表-2 から非線形時刻歴応答解析は周波数応答解

析に比べ概ね半分程度の応答値となっていることが確認できる。これ

は、係留系の非線形性を考慮したことによる剛性バランスが変化した

ためであるものと考えられる。以上から、周波数応答解析により今回

の検討の対象とならなかった波浪条件の厳しい箇所においても、適用

性を有する箇所があるものと考えられる。 

３．構造形式の変更による応答値の低減効果の検討 

構造形式の部分的な変更により応答値の低減効果について２章で示

したモデルを基本とし（CASE1）、これに対して反力分散支承を採用し

たケース（CASE2）、およびドルフィン係留を採用したケース（CASE3）

について、上部構造の応答加速度に着目した検討を行う。検討は、周

波数応答解析により桁（節点 6）の応答加速度を比較することで行う。

解析の結果を図-5 に示す。表-3 には、ポンツーンの水平モードと桁の

水平モードにおける橋全体の固有周期を示す。これらから、応答値の

ピークとなる有義波周期は桁のモードにおける固有周期にほぼ一致し

ている。またピーク値は、桁のモードの固有周期が、ポンツーンの固

有周期に近い順に大きくなっている。これは、ポンツーンのモードが

応答値に大きく影響しその周期に近くなるほど影響度が大きくなるた

めと考えられる。以上から、構造の部分的な変更により、有義周期に

よらず応答値を低減することが可能であることがわかった。 

４．結  論  

①太平洋沿岸および瀬戸内海で、浮体橋の適用性が高いことを示した。 

②係留系の非線形復元力特性を考慮することで、浮体橋の適用性の評

価をより精度良く行うことができた。 

③一部の構造や係留形式の変更により応答値の低減が可能であり、波

浪条件の厳しい箇所においても適用の可能性があることを示した。 
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図-5 応答加速度の比較 
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図-4 応答変位（浜金谷） 

表-1 時刻歴応答解析結果 

波高(m) 周期(s)

宮古 0.196 1.60 4.88

浜金谷 0.229 1.70 5.03

下田 0.567 2.00 5.46

神戸 0.049 0.90 3.66

志布志 0.410 1.90 5.32

伊王島 0.410 1.90 5.32

藍島 0.410 1.90 5.32

観測地
有義波

注１）応答値の単位は、m/s2

注２）許容値は、0.6m/s2

応答値

土木学会第58回年次学術講演会（平成15年9月）

-1360-

I-680


